
く問題IV-（呈） ：廃棄物〉

1. 被覆施設を設けた最終処分場の特徴に関する記述として、誤っているものを昌～dのなか

から選びなさい。

a.浸出水i土、量的に口ントロールされるため浸出水処理施設規模i士、通常の最終処分場

より小規模となる。

b.被覆施設を設けた最終処分場では、雨水、風、積雪等の外部要国の制御が可能となる。

c.遮水工i土、雨水、積雪等の外部婆凶を制御できることから、通常の最終処分場と異な

呼 a重遮水工が基本となる。

d.廃棄物の早期安定化のために、前処理として選別、破砕、洗浄について考慮する必要

がある。

2. 廃棄物の処理及び清掃に関する法律第5条の3第1項の規定に基づき、平成25年度～29年

度の「廃棄物処理施設整備計画Jが定められた。この計画の重点毘標に欝する記述とし

て、誤っているものを畠～dのなかから選ぴなさい。

a.循環的な利用を推進するために、ごみのリサイクル率を22パーセント（平成24年度見

込み）から26パーセント（平成羽年度Hとする。

b.平成25年度から2宮年度の期間中に整備されたごみ焼却施設の発電効率の平均値の目

標を16パーセント（平成24年度見込み）から21パーセント（平成29年度）にする。

c.水潔墳の保全を図るために、持化槽処理人口普及率の目標を百パ｝セント｛平成24年度

見込み）から12パーセント（＂平成 2吉年度)Iこする。

d.最終処分量を削減ずることで一般廃棄物最終処分場の残余年数の可完成24年度水準（15 

年分〕を維持する。

3阻 最終処分場からの浸出水を処捜し公共水域に放流する場合、水質は放流水質を規制して

いる法令に適合させる必要がある。放流水質の規制に関する記述として、誤っているも

のを誼～dのなかから選びなさい。

a.地方公共同体が、地域内水域の汚濁防止のため条例により水質基準を定める場合があ

る。

b. f一般廃棄物の最終処分場及び産業廃棄物の最終処分場に係る技術上の基準を定める

命令jによる放流水のダイオキシン類の排水基準i士、 lpgTE品／Lである。

c. f廃棄物最終処分場性能指針Jでは、浸出水処理施設のBOD、SS等の放流水質が「ー

般廃棄物の最終処分場及び産業廃棄物の最終処分場に係る技術上の基準を定める命

令」よち厳しい基準で定められている。

d.廃棄物処理法に規定十る維持管理計画において、放流水質より厳しい数値を達成する

こととした場合、放流水質は当該数値以下に適合させる必要がある。



4. F廃棄物最終処分場性能指針』で示されている性能に関する配述として、誤っているも

のを畠～dのなかから選ぴなさい。

a.場立処分容量は、塊立処分を行う期間内（15年同様度の場立期間を間安とする）にお

いて、快活環境保全上支障が正kじない方法で湖立処分可能な容量を有すること。

b.保有水集排水設備の性能は、既役目降水量の最大降水月における1日平均降水量等の

計画した降水強度によ哲土壌立地内の水伎が50c湿以下になること。

c.発生ガスの排除の性能に憶する確認方法は、通気装置が2,OOOm'Iこムヶ所以上設置さ

れること。

d.浸出液処理設備の処理水質の性状は、 BOD60mg/L以下（海域・湖沼はCOD90mg/L）及び

SS60mg/L以下｛ばいじん又は燃え殺を埋立の場合SS20mg/L）であること。

5. 廃棄物処理施設の長寿命化計画に関する記述として、誤っているものを車～4のなかから

選びなさい。

a.ストッタマネジメントは、施設の性能水準を保ちつつ長寿命化を図り、ライブサイク

ルコストを低減するための技術体系及び管理手法の総称である。

b.ストックマネジメントでは、 PDCAサイクルの一連の流れ（長寿命化計画→機能診断言樹

査一今対策と改善一今日常運転・維持管理）で継続的に取り組むことが必要である。

c.施設保全計画は「維持・補修データの収集置整備j「保全方式の選定j「機器盟lj管理基準

の設定・運用J「設備圃機器の劣化・故障・寿命の予測Jを日常的・定期的に行う作業計画

である。

d.ライブサイクルコストは、施設建設費、運営管理費（運転費、点検檎修費〕、解体費を

含めた廃棄物処理施設の生援費用の総計である。

高層 Fごみ処理施設性能指針」に示されるごみ破砕選別施設の性能に閲する記述として、誤

っているものを畠～4のなかから濃びなさい。

a.施設に投入するごみ量の85パーセント以上を、計画寸る破砕物の大きさ以下に破砕で

きること。

b. 回収物の純度において、鉄分を回収する場合、回収物中の鉄分の純度は、 85パーセン

ト以上であるとと。

c.鋼分又はアルミニウム分を回収ナる場介、回収物中の銅分又はアルミニウム分の純度

は、 85パーセント以上であること。

d.安定稼働において、一系列当たり的日間以上にわたり、この間の計画作業自における

安定運転が可能であること。



7. 『ごみ処理施設性能指針』に示されるごみ焼却施設に関する配述として、誤っているも

のを畠～dのなかから選ぴなさい。

a.ストーカ式燃焼装置は、ごみを可動する火格子上で移動させながら、火格子下部から

空気を送入し、燃焼させる装置をいう。

b.ガス化溶磁施設は、ごみを熱分解した後、発生ガスを燃焼又は回収するとともに灰、

不燃物等を溶融する施設をいう。

c.炭化施設は、ごみを熱分解した後、発生ガスを燃焼又は回収するとともに、熱分解後

の炭化物を再牧利用の目的で回収寸る施設をいう。

d.流動床式燃焼装置は、水平よりやや傾斜した円筒形の炉を緩やかに回転させながら上

部から供給したごみを下部へ移動させつつ、前部又は後部から空気を送入して燃焼さ

せる装置をいう。

政 し尿処理胞設の基幹的設備改良事業における省エネルギーなどC02削減に関する記述と

して、誤っているものを畠～dのなかから選ぴなさい。

a. C02排出量の削減には、電力使用量対策、薬品使用量対策、化石燃料使用量対策のいず

れか一方、若しくは組み合わせの対策が必要である。

b.電力使用量対策では、機械設備や建築設備の消費電力を削減する。

c.薬品使用量対策では、水処理や脱臭、脱水に必婆な薬品注入量を増やし処理の効率化

を図ることでCむ2を削減する。

d.化石燃料使用量対策では、汚泥の低含水率化や助燃剤化により乾燥や焼却に使用され

る燃料使用量を削減する。

立 パイオガス利用設備に爵する記述として、誤っているものを畠～dのなかから選びなさい。

a.ガスエンジンによる発電の発電効率は、 25～35パーセント程度で発電と同時にコ

ネレーションによる排熱回i肢を行うことで総合効率は50～70パーセントになる。

b.バイオガスを精製、濃縮し、充填するガスステーションを設けることで天然ガス自動

率の燃料として利用できる。

c.ボイラでの熱効率はω～70パーセントが一般的であり、燃料としてはパイオガス単体

のほか、都市ガス、議池などとの滋焼もできる。

d.燃料電池は、40パーセント程度と高い発電効率と 80パーセント程度の総今効率が得ら

れることと低騒音、有害ガスも少ないなど長所も多いが、課題として長寿命化と低コ

スト化がある。



10.最終処分場の浸出水処理設備の設計に関するE述として、誤っているものを畠～dのなか

から選ぴなさい。

a.焼却残さと不燃性廃棄物を主体に場め立てる場合の処理ブローは、 BOD、COD、SS、ア

ンモニア性窒素に加えカルシウムイオン、重金属類、ダイオキシン類も除去対象とし

た処理プロセスで構成する。

b.カルシウム対策プロセスでは、アノレカヲ凝集沈殿法、 pH誠整法、スケール防止剤添加

法が用いられている。

c.可燃性廃棄物を主体に均め立てる場介の処理フローは、 BOD、COD、SS、アンモニア性

窒素などを除去対象とした処理プロセスで構成する。

d. 生物処理プロセスでは、凝集際分離処理法、高負待脱窒素処理法が用いられている。

11. 「ごみ処理施設性能指針」に示されるごみ焼却施設の性能！こ関する記述として、誤って

いるものを畠～dのなかから選ぴなさい。

a.ごみ処理能力とは計画する質及び量のごみを、計画する性状の焼却残さ又は溶融問化

物に処理寸る能力を有寸ること。

b.焼却残さ（集じん灰を除く。）の熱しゃく減量は、連続運転式ごみ焼却施設では7パー

セント以下、間欠運転式ごみ処理施設では10パーセント以下であること。

c.連続運転式ごみ焼却施設における安定稼動では、一系列当たり鉛日間以上連続して安

定運転が可能であること。

d.間欠運転式ごみ焼却施設は、一系列当たり的日間以上にわたり、との間の作業日にお

ける安定運転が可能であること。

12. 「汚泥再生処理センタ…性能指針」に示される汚泥再生処理センタ…の水処理設備及び

資源化設備の性能に関する記述として、誤っているものを昌～dのなかから選ぴなさい。

a.放流水質は、 BODの日間平均値lOmg/L以下、 CODの日間ずー均値35mg/L以下、 SSの日

間宮j1.均値20mg/L以下、 T-Nの日間ヤー均値20mg/L以下、 T-Pの日間平均値lmg/L以下

であること。

b.安定稼動として1年関連続運転が可能であること。

c.メタンガスとして資源化する場合、ガス中のメタン濃度は70パーセント以上であると

と0

d.功燃剤iとして資源化する場合の汚泥の含水率は、 70パーセント以下であること。



13.一般廃棄物の最終処分場及び産業廃棄物の最終処分場に係る技術上の基準を定める省令

において、最終処分場の廃止の基準が定められている。一般廃棄物最終処分場の廃止の

基準に演する記述として、誤っているものを畠～dのなかから選ぴなさい。

a.地下水等の水質検査の結果、基準に適合していること。

b.埋立地の内部が周辺の地中温度に比べて高温になっていないとと。

c.保有水等の水質が定められた水質頃目、頻度において2年以上にわたり、排水基準等

に適合してし、ること。

d.蝿立地からガス発正長がほとんど認められない、またはガスの発正長量の増加が3年以上に

わたり認められないこと。

14.一般廃棄物の最終処分場及び産業廃棄物の最終処分場に係る技術ょの基準を定める省令

において、最終処分場の維持管理の基準が定められている。一般廃棄物最終処分場の維

持管理の基準に関する記述として、誤っているものを畠～dのなかから選びなさい。

a.浸出液処理設備の維持管理における放流水の水質検査は、排水基準に係る項目につい

ては1年に1回以上、水素イオン濃度、 BOD,COD、SS、窒素については1月に1回以上

測定・記録するとと。

b.土壌立処分が終了した埋立地は、 j字さが概ね50cm以上の土砂等の覆いにより関門部を閉

鎖すること。

c.残余の揮。立容量について1年に1回以上測定し、記録すること。

ι場立廃棄物の種類、数量及び維持管理の点検、措置の記録を作成し、閉鎖後15年間保
管すること。

15.災害廃棄物対策指針に示される災害廃棄物処理の仮置場計函の留意事項に関する記述と

して、誤っているものを瞳～4のなかから選ぴなさい。

a.仮置場の候補地を設定する場合、仮置場の利用方法を検討して行う必婆がある。

b.仮置場の必要商積は、積み上げ高さを火災の発生を紡止する観点から7m以下に抑え

て算定する。

c.仮置場の候補地i土、優先的に利用される避難所、仮設住宅等に留窓して選定する。

d.空地・一時保管場施設等については、災害時の必要性を考慮し、都市づくりの中で確

保を検討する。



16.循環型社会形成に関連する記述として、誤っているものを畠～dのなかから選ぴなさい。

a.排出者責任とは、廃棄物を排出するものが、その適正なリサイクノレや処理に関する寅

任を負うべきであるという原則をき弘

b.拡大牛‘声筆者責任とは、自らや向原する製品等について、正長声筆者が、資源の投入、製品の

生産・使用の段階だけでなく、廃棄物等となった後まで A 定の責務を負うという考え

方である。

c.水主ドリサイクルとは、使用済製品を原料として用いて、品質の劣る同 種類の製品を

製造十るワサイクルのことである。

d. LCAとは、その製品に係る資源の採取から製造、使用、廃棄、輸送などのすべての段階

を通して、投入された資源・エネルギーや排出された環境負待による環境影響を定量

的・客観的に評価する手法のことである。

17.平成お年度の一般廃棄物実態調査結果｛ごみ処理｝に関する記述として、誤っているも

のを畠～dのなかから選ぴなさい。

a. 1人1日当たりのごみ排出量は、平成21年度以降はlkg以下で推移している。

b.主手成26年度における1人1日当たりの最終処分量は、 lOOgを下回っている。

c.一般廃棄物最終処分場の残余容量は減少傾向にあるが、残余年数は増加傾向にある0

d.ごみの総処理量のうち、直接焼却される量は経年的に増加傾向にある。

18.平成お年度の一般廃棄物実態調査結果〔廃棄物処理事業経費の状況）に濁する記述とし

て、誤っているものを畠～dのなかから濃びなさいα

a.可完成26年度の国民一人当たりのごみ処理事業コストは、 15,000円を越えている。

b.ごみの処理及び維持管理費内訳をみると、人件費は増加傾向、委託費は減少傾向にあ

る。

c.平成26年度におけるごみの処理及び維持管理費に占める委託費の割合は、おおむね50覧

穏度となっている。

d.近年のし尿処理事業経費は、 2,200～え300億円程度で推移している。



1霊平成25年度の産業廃棄物の処理状況に関する記述として、正しいものを畠～dのなかから

選びなさい。

a.平成25年度の産業廃棄物の総排出量のうち、直接再生利用される量よ号、中間処理後

再牛‘処理される量の方が多い。

b.平成25年度の産業廃棄物の総排出量のうち、再生利用される量は50語以下である。

c.産業廃棄物の再生利用量の増加傾向と最終処分量の減少傾向は、近年ますますその傾

向が顕著となっている。

d.可完成25年度における蕪業廃棄物の再牧草IJ用率が50量以上の廃棄物は、汚泥、廃アノレカ

リ、廃酸、療治である。

20.災害廃棄物処理に係る闘違法制度に闘する記述として、誤っているものを畠～dのなかか

ら選びなさい。

a.災害対策基本法では、著しく異常かつ激甚な非常災害が発生した場合に廃棄物処理の

特例措置として、環境大直による特例地域、特例的な処理基準や委託基準を定めるこ

とができることが規定されている。

b.循環型社会形成推進交付金制度において、「循環型社会形成の推進』に加え、「災害時

の廃棄物処理システムの強靭化J「地球滋暖化対策の強化Jの2つの柱が打ち出された。

c.東日本大震災等近年の災害における教訓・知見を踏まえ、災害時における仮設処理施

設の迅速な設置や既存処理施設の柔軟な活用を図るための特例措置が、廃棄物の処理

及び清掃に関する法律の一部改正案として成立した。

d.潔境省における災害関係事業は「災害等廃棄物処理事業Jと「廃棄物処理施設災害復

旧事業j の2種類であり、その補助率はいずれも1/3である。

21.第三次循環裂社会形成推進基本計函において目標設定されている物質フ口…指標に閉す

る記述として、誤っているものを昌～dのなかから灘びなさい。

a.物質アローの「入口」に関する指標は「資源生産性」であり、 GDP／天然資源等投入量

で算出される。

b.物質フローの「鍍環」に関する指標は「循環利用率」であり、循環利用量／天然資源投

入量で算出される。

c.物質アローの「出口」に関する指標は「最終処分量」であり、廃棄物の埋立量で評価

される。

＆物質フロー指標の目標年は平成32年度である。



22.汚泥再生処理センターの立地規制jに関する記述として、 JIしいものを畠～dのなかから選

ぴなさい。

a. し尿処理施設（処理対象人員が500人以下の浄化槽除く｝は、水質汚濁医防止法の特

定施設には該当しない。

b. し尿処理施設（処理対象人員が500人以下の浄化槽除く〕から公共下水道に排出する

場合、下水道法の特定施設には該当しない。

c.都市計画区域内に汚泥再生処理センターを設置する場合、都市施設として都市計画決

定は不要である。

d. し尿処理施設に設置される焼却設備｛焼却能力が1時間当たり200kg以上または火格子

面積が2m2以上）は廃棄物焼却施設の基準が適用される。

23汚泥再生処理センターのメタン回収設備に関する記述として、誤っているものを畠～dの

なかから選ぴなさい。

a.メタン回収設備の基本的な構成は、前処理設備、メタン発酵設備、バイオガス貯留設

4語、バイオガス利用設備からなる。

b.メタン発酵槽において、処理に必要とされる経験的な滞留日数は16日以上である。

c.バイオガス貯留設備にl士、硝酸塩を除去する脱硝装置が必要である。

d.非常時に余剰iガスを燃焼して安全に放出するため、一般的に余剰ガス燃焼装置が設置

さ才もでし、る。

24.建設リサイクル推進計画2014の目標値に関する記述として、誤っているものを畠～dのな

かから選びなさい。

a.建設副産物の再資源化率等に関する平成30年度日標値が設定されている。

b.建設汚泥の再資源化・縮減率の平成24年度目標値は達成されており、建設予サイクル

2014では、よ哲高い数値目擦が設定されている。

c.新たに取り組むべき重点施策のーっとして、事業の計画・設計段階における発生抑制

対策の検討促進が掲げられている。

d.国および地方公共団体の建設ロサイクル関係者が、今後中期的に建設副産物のロサイ

クノレや適正処理重を推進することを目的としてとりまとめた計画である。



25.建設リサイクル推進計爾2014における、建設副産物の品目ごとの課題として、誤ってい

るものを邑～dのなかから選ぴなさい。

a.建設混合廃棄物の場外搬出量のうち、 3割程度が再資源化施設等へ搬出されず直接最

終処分されている。

b.建設発生土の場外搬出量のうち、 50覧以上が工事問利用されている。

c.建設発生木材の場外搬出量のうち、時が再資源化施設等へ搬出されず直接最終処分冬

れている6

4建設汚泥の場外搬出量のうち、最終処分される比率は15%程度である。

26.不法投棄廃棄物に関する記述として、誤っているものを畠～dのなかから選びなさい。

a.平成初年度に新規判明した不法投棄件数、投棄量ともに、建設系廃棄物の占める割合

が最も多い。

b.平成26年度に新規判明した不法投棄廃棄物の中で、不法投棄件数、投棄黛ともに最も

多い品目は建設混合廃棄物である。

c.主手成初年度末に残存する不法投棄廃棄物の中で残存件数が最も多い品円は建設混合

廃棄物である0

d.平成26年度末に残存する不法投棄廃棄物の中で残存量が最も多い品同は建設混合廃

棄物である。

27.廃棄物処理施設の維持管理ょの特徴に関する記述として、誤っているものを晶～dのなか

から濃ぴなさい。

a.維持管理段階において、コンサルタントへの技術依存度が高い。

b.多くの設備や機器から構成されるプラントである。

c.処理形態が多穏・多様である。

d.多種・多様な故障が発生する。

28.長寿命化総合計画における設備姐機器の保全方式に関する記述として、正しいものを畠～

dのなかから選ぴなさい。

a.重要度の高い設備・機器の保全方式としては、て予防保全より事後保全を選択する必要

がある。

b.具体的な劣化の兆候が把握しにくい設備・機器については、状態基準保全が適してい

る。

c.摩耗、破損、性能劣化が日常稼働中あるいは定期点検において、定量的に測定できる

設備、機器については、時間保全基準が適している。

d.パッケージされており損耗部のみのメンテナンスが行いにくい設備・機器については、

時間保全基準が適している。



包 し尿処理施設盤汚泥再生処理センタ…の施設保全計画に腐する配述として、誤っている

ものを畠～dのなかから選ぴなさい。

a. し尿処理施設における管理基準は、機器、電気計装設備、配管設備に大別して設定す

ることが望ましい。

b.長寿命化総合計画においては、定期的な機能診断調査を A 賞したおお法で実施すること

が必要である。

c.汚泥処理設備のスクリューコンベアのスクFューや脱臭ファンの軸受は、定量的な劣

化予測が可能である。

d. し尿処理施設の水槽劣化は、コンクリートの硫酸腐食が大きな要国となっている。

30. し尿処理施設の延命化計爾に関する記述として、誤っているものを畠～dのなかから選び

なさい。

a.生活排水処理基本計画等の将来計画を基に延命イむの目標年数を設定する。

b.性能水準を設定するにあたっては、省エネルギ一、信頼a性向上、安定性向上、機能向

上などを基本項目と十る。

c.延命化の効果を明らかにするためには、一定期間内の廃棄物処理の運転管理コストを

低減できるかを比較・評価する必要がある。

d.延命化対策により霞力使用量の節減、薬品使用量の節減、化石燃料使用量の節減が期

待され、二酸化炭素排出量削減効果が期待できる。




